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愛知県の水田における土壌炭素動態モデルの適合性の検証 

 

中村嘉孝1)・日置雅之2)・尾賀俊哉3)・久野智香子4)・大橋祥範4)・安藤 薫4)・大竹敏也4) 

  

摘要：愛知県の水稲を連作した水田または田畑輪換を行った水田における土壌炭素動態モデル

(Rothamsted Carbon Model及びそれを水田向けに改良したモデル、それぞれ畑用RothCモデル、

水田用RothCモデル)の適合性の検証を行った。有機質資材の種類や施用法が異なる水田にお

いて、水田用RothCモデルによる土壌全炭素含量のモデル値は実測値と同様の変化を示し、その

二乗平均平方根誤差は小さかった。水稲-小麦-大豆の2年3作体系の田畑輪換を行った水田にお

いて、夏作が水稲の場合は水田用RothCモデル、大豆の場合は畑用RothCモデルを用いて求め

た土壌全炭素含量のモデル値は実測値と同様な変化を示し、その二乗平均平方根誤差も小さか

った。これらのことから、愛知県の水田における土壌炭素動態モデル(水田用RothCモデル、畑用

RothCモデル)の適合性は高いことが示唆された。 
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Abstract: We tested the suitability of the soil carbon dynamics model (Rothamsted Carbon Model 

and its modified model for paddy fields) in paddy fields or paddy-upland rotation fields in the 

Aichi Prefecture. In paddy fields with different types and application methods of organic matter, 

the modeled values of soil total carbon content by the RothC model showed similar changes to 

the measured values, and their root mean square errors were small. The model values of to tal 

soil carbon content calculated by the RothC model for paddy fields (when the summer crop was 

rice) and upland regions (when the summer crop was soybeans) in paddy fields under a two -

year, three-crop rotation system of rice, wheat, and soybeans showed s imilar changes to the 

measured values, and the root mean square errors were small. These results suggest that the soil 

carbon dynamics model can be well fitted by using either the RothC model for paddy fields or 

the RothC model for upland fields, depending on the summer crops in the Aichi Prefecture. 
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緒言 

 

土壌有機物は、土壌の化学性、物理性及び生物性に関

与するため1)、作物の生産性に大きく影響する。しかし、愛知

県における水田の土壌有機物含量の平均値は17 g kg-1で、

全国平均の28 g kg-1に比べて少ない2)。このため、堆肥等の

有機質資材の施用は愛知県の水田の作物生産性を高める

上で極めて重要な土壌管理である。また、有機質資材の施

用により土壌有機物含量を高めることは土壌中に炭素を貯

留することにつながり、地球温暖化の要因とされる二酸化炭

素の純排出量を減らすことにも寄与する。 

有機質資材の施用に伴う土壌有機物含量の変化は、施

用する有機質資材の種類、施用量及び施用期間だけでな

く、気象条件等によっても変化する。このため、有機質資材

の施用効果を明らかにするためには様々な条件で長期間に

わたる試験を実施しなければならず、多大な労力を必要とす

る。水田において、土壌有機物含量の指標となる土壌全炭

素含量の変化をモデル化することができれば、様々な条件

下における有機質資材の施用効果を推定し、土壌管理に活

用することができる。 

水田土壌は、水稲栽培期間に湛水されることで土壌有機

物の分解が畑土壌よりも遅い。Shirato and Yokozawa3)は、英

国で畑土壌向けに開発されたRothamsted Carbon Model4)(以

下、畑用RothCモデル)の分解率を低く調整したところ、日本

の水田に適応できることを報告している(以下、水田用RothC

モデル)。この水田向けに調整された分解率は愛知県以外

の長期連用試験の結果から調整したもので、愛知県の水田

における適合性は明らかではない。また、既報3)では稲わら

堆肥や家畜ふん堆肥、もみがらといった有機質資材を施用

した場合や、愛知県で普及している直播栽培(不耕起V溝直

播栽培5))における適合性は未検証である。 

 

これまでの水田は夏作に水稲を連作する栽培体系であっ

たが、米の消費減少に伴う生産調整が進み、水田と畑を交

互に管理する田畑輪換が推進されている。田畑輪換では、

畑状態の期間の比率が大きいほど土壌の作物生産性の指

標となる可給態窒素含量は減少する6)。そこで、堆肥などの

有機質資材の施用が推奨されているが、有機質資材の過剰

な施用は水稲の倒伏を招くことが懸念されるため、水稲と畑

作物の両方の生産性を向上させる施用技術を確立すること

が必要である。田畑輪換を行う水田における土壌の炭素動

態をモデル化することができれば、個々の水田の田畑輪換

歴に応じた最適な土壌全炭素含量とするために必要な有機

質資材の施用量を算出することができると考えられる。 

Shiratoら7)は、田畑輪換の土壌におけるRothCモデルの適

応性について、夏作が水稲の年は水田用RothCモデルを、

夏作が畑作物の年は畑用RothCモデルを併用することで適

合性が良いことを報告している。愛知県では転作率が50%近

くまで増加し、水稲-麦-大豆の順に2年間に3作を行う田畑輪

換が普及している5)。既報7)では水稲期間を1～2年とした後

の畑期間を1～3年あるいは、水稲期間を3～4年とした後の

畑期間を1～2年としており、畑作物は大豆のみであった。愛

知県で主流の2年3作体系は既報7)に比べて水稲期間に対

する畑期間の比率が高く、土壌中の有機物の減少も著しい

と考えられることから、土壌の作物生産性を維持、向上させる

ためには有機質資材の施用が特に必要である。そのため、2

年3作体系の田畑輪換において土壌炭素動態モデルを活用

した適切な有機質資材の施用技術を確立することは、田畑

輪換を行う水田における作物の生産性を向上させるうえで重

要である。 

そこで本研究では、愛知県の田畑輪換も含めた水田にお

ける土壌炭素動態モデルを用いた土壌管理技術の確立に

向け、水田における畑用RothCモデル及び水田用RothCモ

デルの適合性を検証することを目的とした。  

表1 試験ほ場の概要 

試験 

番号 
試験地 土壌1) 解析年 

粘土含量 

(%) 

作土深 

(cm) 

初期 TC2) 

(t ha-1) 

初期炭素 

投入量3) 

(t ha-1 y-1) 

土壌全炭素 

含量の目標値4) 

(t ha-1) 

試験1 安城市 黄色土 1955-20185) 30 9～136) 11.9～21.37) 0.63～1.13 14～15* 

試験2 日進市 灰色低地土 1977-1982 20 15 18.0 1.06 21* 

試験3 日進市 灰色低地土 1984-1996 14 18 21.6 1.27 25* 

試験4 長久手市 灰色台地土 1978-1980 26 14 12.7 0.66 21* 

試験5 長久手市 灰色台地土 2015-2020 26 13 26.7～33.3 1.38～1.78 15*、29 

試験6 長久手市 灰色台地土 2010-2020 26 10、138) 14.0～30.6 0.74～1.61 14*、27 

1) 農耕地土壌分類第3次改訂版15) 

2) 試験開始時の土壌全炭素量 

3) 水田用 RothCモデル3)の繰り返し計算により算出される水田条件として初期土壌全炭素含量を維持するために必要な

炭素投入量 

4) 印(*)がある場合は、水稲の土壌有機物の基準16)の下限値(20 g kg-1)の炭素含有率を58%として炭素に換算 

印(*)がない場合は、小麦及び大豆の土壌有機物の基準16)の下限値(30 g kg-1)の炭素含有率を58%として炭素に換算 

5) 一部の処理区は1966年から解析した 

6) 解析開始時点で処理区ごとに作土深に違いが見られたため、各処理区で分けて解析した 

7) 解析開始時点で各処理区の土壌全炭素含量の差が大きかったため、各処理区で分けて解析した 

8) 水稲栽培のみ行った期間は10 cm、田畑輪換を行った期間は13 cm とした 
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材料及び方法  

 

1 有機質資材の施用試験データ 

検証には、愛知県の安城市(愛知県農業総合試験場水田

利用研究室)、日進市(現地生産者ほ場)、長久手市(愛知県

農業総合試験場作物研究室)で実施された試験データ8-14)を

用いた(表1)。試験土壌は、安城市は黄色土15)、日進市は灰

色低地土、長久手市は灰色台地土であった。粘土含量は、

試験1の安城市は30%、試験2及び試験3の日進市はそれぞ

れ20%、14%、試験4～試験6の長久手市はいずれも26%で

あった。 

試験1は、安城市において1926年から実施された8-10)。水

稲の移植栽培で、冬作は休閑した。稲わら堆肥を水稲の移

植前に施用し、稲わら堆肥の施用量が異なる「稲わら堆肥

7.5t区」、「稲わら堆肥22.5t区」、稲わら堆肥を施用しなかっ

た「稲わら堆肥無施用区」の計3処理区のデータを解析に用

いた(表2、表3)。解析には土壌全炭素含量の調査が開始さ

れた1955年または1966年から2018年までのデータを用い

た。作土深は処理区ごとに差がみられたことから、処理区ご

との報告値を用いた。地上部の作物残さは持ち出した。 

試験2は、日進市において1977年から開始された11)。水稲

の移植栽培で、冬作は休閑した。3月に稲わらを還元した

「稲わら還元CL区」、または家畜ふん堆肥を施用した「家畜

ふん堆肥CL区」、稲わらの還元も家畜ふん堆肥も施用しな

かった「化学肥料CL区」の計3処理区の1982年までのデータ

を解析に用いた。地上部の作物残さは持ち出した。 

試験3は、試験2のほ場が基盤整備により継続が困難とな

ったことからその継続試験として、同じ日進市の別のほ場に

おいて1984年から開始された12)。水稲の移植栽培で、冬作

は休閑した。3月に稲わらを還元した「稲わら還元SL区」、ま

たは家畜ふん堆肥を施用した「家畜ふん堆肥SL区」、稲わら

の還元も家畜ふん堆肥も施用しなかった「化学肥料SL区」の

計3処理区の1996年までのデータを解析に用いた。地上部

の作物残さは持ち出した。 

試験4は、長久手市において1978年から開始された13)。水

稲の移植栽培で、冬作は休閑した。6月にもみがらを施用し

た「もみがら区」の1980年までのデータを解析に用いた。地

上部の作物残さはすき込んだ。 

試験5は、長久手市において2015年から開始された14)。水

稲を不耕起V溝直播栽培後、小麦を栽培し、その翌年の夏

作は大豆を栽培し、翌々年はまた水稲と小麦を栽培する田

畑輪換とした。1～2月に牛ふん堆肥を施用し、施用量が異

なる「牛ふん堆肥20t区」、「牛ふん堆肥30t区」、「牛ふん堆肥

40t区」及び牛ふん堆肥を施用しなかった「牛ふん堆肥無施

用区」の計4処理区の2020年までのデータを解析に用いた。

牛ふん堆肥は大豆作後に、2年に1回の頻度で施用した。地

上部の作物残さはすき込んだ。  

 

表2 各試験における有機質資材由来の施用管理と1年間の平均炭素投入量 

試験 

番号 
処理区1) 

有機質資材 

資材名 
施用量2) 

(t ha-1) 

施用月3) 

(月) 

平均炭素投入量4) 

(t ha-1 y-1) 

試験1 稲わら堆肥7.5t区 稲わら堆肥 7.5   5 0.53 
 稲わら堆肥22.5t区 稲わら堆肥 22.5   5 1.58 
 稲わら堆肥無施用区 - - - - 

試験2 稲わら還元 CL区 稲わら 5.0   3 2.83 
 家畜ふん堆肥 CL区 家畜ふん堆肥 10.0   3 1.92 
 化学肥料 CL区 - - - - 

試験3 稲わら還元 SL区 稲わら 5.0   3 2.56 
 家畜ふん堆肥 SL区 家畜ふん堆肥 10.0   3 1.92 
 化学肥料 SL区 - - - - 

試験4 もみがら区 もみがら 20.0   6 6.66 

試験5 牛ふん堆肥20t区 牛ふん堆肥5) 20.0   1～2 4.67 
 牛ふん堆肥30t区 牛ふん堆肥5) 30.0   1～2 7.03 
 牛ふん堆肥40t区 牛ふん堆肥5) 40.0   1～2 9.34 
 牛ふん堆肥無施用区 - - - - 

試験6 牛ふん堆肥07-14区 牛ふん堆肥 20.0   11 2.64 
 牛ふん堆肥10-13区 牛ふん堆肥 20.0   11 2.64 
 堆肥無施用区 - -    - - 

1) 処理区の名前は引用文献中の試験区名とは異なる 

2) 1回当たりの現物施用量 

3) 栽培履歴を基に解析に用いた有機質資材を施用した月 

4) 1回の施用時における炭素投入量の平均値 

5) 試験5の牛ふん堆肥は大豆作後に2年に1回の頻度で施用した 
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試験6は、長久手市において2007年から開始された14)。

2014年まで水稲を不耕起V溝直播栽培で、冬作は休閑とし

た。2015年から水稲の不耕起V溝直播栽培後に小麦を、そ

の翌年の夏作は大豆を栽培し、翌々年はまた水稲と小麦を

栽培する田畑輪換とした。2007～2014年まで11月に牛ふん

堆肥を施用した「牛ふん堆肥07-14区」、2010～2013年まで

同様に牛ふん堆肥を施用した「牛ふん堆肥10-13区」、堆肥

を施用しなかった「堆肥無施用区」の計3処理区のデータを

解析に用いた。解析には土壌全炭素含量の調査が開始され

た2010年から2020年までのデータを解析に用いた。地上部

の作物残さはすき込んだ。 

各試験の作土の乾燥密度及び作土深は報告値とした。作

物残さからの炭素投入量は調査データがある場合は報告値

とし、報告値がない切り株や根等の作物残さは小川ら17)によ

る各種作物の部位別乾物重構成比を用いて収量から乾物

重を換算し、炭素含有率を40%として算出した。 

 

2 Rothamsted Carbon Model(RothCモデル)による土壌炭素

含量の変化の解析 

(1) ほ場管理に応じたRothCモデルの選択と入力パラメー

タ 

土壌全炭素含量の変化の解析は、Rothamsted Carbon 

Model18)(以下、畑用RothCモデル)及び分解率を水田向け

に改良したRothCモデル3)(以下、水田用RothCモデル)で行

った。水田連作の場合は水田用RothCモデルを、田畑輪換

の場合はShiratoら7)に準じて、夏作が水稲の場合は水田用 

 

RothCモデルを、夏作が大豆の場合は畑用RothCモデルを

併用した。入力パラメータである月別平均気温、月別平均降

水量は、試験地の近隣にある気象庁観測所の観測データ

(安城市は岡崎、日進市及び長久手市は豊田のそれぞれの

観測点における1981～2010年の平均値)19)を用いた。月別

の水面蒸発量は、Thornthwaiteの可能蒸発散量20)から算出

した。月別の植被の有無は栽培履歴から求めた。 

(2) 各炭素画分の初期値と特性値 

試験開始時点で土壌全炭素含量が平衡に達していたと

仮定し、RothCモデルの繰り返し計算(Equilibrium)によって、

計算に必要な4つの炭素画分である、Decomposable plant 

material(DPM) 、Resistant plant material(RPM) 、Microbial 

biomass(BIO)およびHumified organic matter(HUM)の初期

値を逆推定した21)。Inert organic matter(IOM)はFalloonらの

提案した土壌全炭素含量とIOMの関係式22)を用いて推定し

た。地上部の作物残さ及びもみがらといった作物由来の炭

素画分の構成比(DPM：RPM比)は農作物におけるRothCモ

デルの既定値である1.44(DPM=59%、RPM=41%)18)を用い

た。稲わら堆肥、家畜ふん堆肥及び牛ふん堆肥由来の炭素

画分の構成比は、RothCモデルのFarmyard manure(FYM)の

既定値(DPM=49%、RPM=49%、HUM=2%)18)を用いた。 

 

3 実測値とモデル値の適合性の評価 

土壌全炭素含量の実測値とモデル値の二乗平均平方根

誤差(RMSE)を計算し適合性を評価した。  

 

表3 各試験における栽培体系と作物残さからの1作あたりの平均炭素投入量 

試験 

番号 
処理区 

栽培体系1)  平均炭素投入量2) (t ha-1) 

水稲(栽培方法) 小麦 大豆  水稲 小麦 大豆 

試験1 稲わら堆肥7.5t区 6～10月(移植) - -  0.49 ‐ ‐ 

 稲わら堆肥22.5t区 6～10月(移植) - -  0.55 ‐ ‐ 

 稲わら堆肥無施用区 6～10月(移植) - -  0.43 ‐ ‐ 

試験2 稲わら還元 CL区 6～10月(移植) - -  0.58 ‐ ‐ 

 家畜ふん堆肥 CL区 6～10月(移植) - -  0.56 ‐ ‐ 

 化学肥料 CL区 6～10月(移植) - -  0.57 ‐ ‐ 

試験3 稲わら還元 SL区 6～10月(移植) - -  0.60 ‐ ‐ 

 家畜ふん堆肥 SL区 6～10月(移植) - -  0.65 ‐ ‐ 

 化学肥料 SL区 6～10月(移植) - -  0.59 ‐ ‐ 

試験4 もみがら区 6～10月(移植) - -  3.27 ‐ ‐ 

試験5 牛ふん堆肥20t区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  4.04 3.62 1.54 

 牛ふん堆肥30t区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  4.00 3.55 1.59 

 牛ふん堆肥40t区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  4.14 4.03 1.62 

 牛ふん堆肥無施用区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  3.83 2.89 1.46 

試験6 牛ふん堆肥07-14区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  3.51 4.93 2.11 

 牛ふん堆肥10-13区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  3.27 4.62 1.77 

 堆肥無施用区 4～11月(不耕起 V溝直播） 12～7月 8～12月  3.32 3.98 1.54 

1) 栽培履歴をもとに解析に用いた栽培期間 

2) 各作の作物残さ由来の炭素投入量の平均値。解析は解析期間における各年の値または平均値を用いた 

実測値にない作物残さ部は小川ら17)による各種作物の部位別乾物重構成比を用いて収量から換算した 
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試験結果 

 

1 試験1 

解析開始時点の土壌全炭素含量の実測値は、試験開始

から29年または40年が経過した時点からの分析値のため、

解析前の稲わら堆肥の施用量の差を反映して処理区間に

差が見られた(図1)。稲わら堆肥7.5t区の土壌全炭素含量の

実測値は解析開始時点で稲わら堆肥無施用区よりも多かっ

たが、解析期間ではほとんど増加しなかった。稲わら堆肥

22.5t区の土壌全炭素含量の実測値は、解析開始後も増加

傾向を示した。稲わら堆肥無施用区の土壌全炭素含量の実

測値は、解析期間ではほとんど増加しなかった。各処理区の

モデル値も実測値と同様の傾向を示した。実測値とモデル

値から求めたRMSEは1.5～3.0であった。 

2 試験2 

稲わら還元CL区及び家畜ふん堆肥CL区ともに土壌全炭

素含量の実測値は試験開始から増加傾向を示した(図2)。化

学肥料CL区の土壌全炭素含量の実測値は試験開始時と同

程度のまま推移した。各処理区のモデル値は実測値と同様

の変化を示した。実測値とモデル値から求めたRMSEは3前

後であった。 

 

3 試験3 

稲わら還元SL区及び家畜ふん堆肥SL区ともに土壌全炭

素含量の実測値は試験開始から増加傾向を示した(図3)。化

学肥料SL区の土壌全炭素含量の実測値は試験開始時と同

程度のまま推移した。稲わら還元SL区及び家畜ふん堆肥SL

区のモデル値は実測値と同様の変化を示し、実測値とモデ

ル値から求めたRMSEは1.7、4.1であった。一方、化学肥料

SL区のモデル値と実測値の差は経時的に大きくなったが、

RMSEは4.0であった。  

 

図1 試験1における土壌全炭素含量の実測値(●)とモデル値(〇)の経時変化 
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図2 試験2における土壌全炭素含量の実測値(●)とモデル値(〇)の経時変化 
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図3 試験3における土壌全炭素含量の実測値(●)とモデル値(〇)の経時変化 
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4 試験4 

もみがら区の土壌全炭素含量の実測値は増加傾向を示

し、試験開始3年後にはほぼ2倍まで増加した(図4)。モデル

値も実測値と同様の変化を示した。実測値とモデル値から求

めたRMSEは2.5であった。 

 

5 試験5 

各処理区の土壌全炭素含量の実測値は、牛ふん堆肥の

施用量の違いを反映し、牛ふん堆肥無施用区は試験開始

時と同程度のまま推移したのに対し、牛ふん堆肥40t区では

顕著な増加傾向を示した(図5)。各処理区のモデル値も実測

値と同様の変化を示した。実測値とモデル値から求めた

RMSEは2.2～4.5であった。 

 

6 試験6 

牛ふん堆肥の施用歴のある牛ふん堆肥07-14区及び牛ふ

ん堆肥10-13区における土壌全炭素含量の実測値は増加し

(図6)、施用期間の違いを反映して牛ふん堆肥07-14区で顕

著に増加した。田畑輪換を開始した2015年以降は両区とも

牛ふん堆肥は無施用であったが、2016年時点の土壌全炭

素含量を維持する傾向であった。堆肥無施用区における土

壌全炭素含量の実測値は、2015年までの不耕起V溝直播栽

培期間は16 t ha-1前後で、田畑輪換を開始した2016年以降

は21 t ha-1前後で推移した。各処理区のモデル値も実測値と

同様の変化を示した。実測値とモデル値から求めたRMSE

は3.0～7.5であった。 

 

 

 
図5 試験5における土壌全炭素含量の実測値(●)とモデル値(〇)の経時変化 
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図4 試験4における土壌全炭素含量の 

実測値(●)とモデル値(〇)の経時変化 
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期間 A：水稲を不耕起 V溝直播栽培、冬作は休閑 

期間 B：田畑輪換（水稲を不耕起 V溝直播栽培後に小麦、翌年の夏作は大豆、翌々年は水稲と小麦を栽培） 

牛ふん堆肥10-13区の2014年11月のデータは欠損 

 

図6 試験6における土壌全炭素含量の実測値(●)とモデル値(〇)の経時変化 
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考察 

 

1 有機質資材を無施用とした処理区における土壌全炭素含

量の推移から見た有機質資材施用の必要性 

試験6の堆肥無施用区を除いて、有機質資材を施用しな

かった各処理区(試験1の稲わら堆肥無施用区、試験2の化

学肥料CL区、試験3の化学肥料SL区及び試験5の牛ふん堆

肥無施用区)の土壌全炭素含量の実測値は試験開始時と同

程度で推移し、土壌全炭素含量の目標値に達しなかった。

試験6の堆肥無施用区の土壌全炭素含量の実測値は田畑

輪換開始後に増加したものの、小麦及び大豆の土壌全炭素

含量の目標値には達しなかった。一方、稲わらや家畜ふん

堆肥、もみがらの施用歴のある処理区の土壌全炭素含量の

実測値は増加傾向を示した。 

愛知県の露地畑において土壌全炭素含量を目標値まで

増加させるためには有機質資材の積極的な施用が必要であ

ることが指摘されている23)。また、土壌全炭素含量と各土壌

化学性の相関関係を利用して、砂質露地畑における有機質

資材の施用に伴う土壌全炭素含量の変化の予測から土壌

化学性の変化を予測できる可能性が報告されている24)。水

田においても、土壌全炭素含量を土壌有機物含量の適正基

準まで増加させるためには有機質資材の積極的な施用が必

要であり、有機質資材の施用による土壌全炭素含量の変化

の予測と、その予測に基づいた土壌管理法の確立が有効で

あると考えられる。 

 

2 水稲連作水田における土壌炭素動態モデルの適合性 

(1) 長期試験を用いた水田用RothCモデルの分解率の検

証 

水田における有機物の分解は畑よりも遅いことから、水田

用RothCモデルでは過去の長期試験の結果に基づいて分

解率を畑用RothCモデルよりも低く設定している3)。そこで、

モデルで設定された分解率の適合性を愛知県における有機

質資材の施用歴をもつ長期試験の結果(試験1)を用いて検

証した。 

試験1は試験開始後29年目または40年目からの解析であ

るが、水田用RothCモデルの適合性を検証した既報におけ

る解析期間(16～22年間)3)よりも解析期間は長く(試験1の解

析期間は52年間または63年間)、実測値と水田用RothCモデ

ルから求めたRMSEは、既報3)のRMSEの平均値(9.3)よりも

小さかった。このことから、愛知県の水稲連作の水田におい

ても水田用RothCモデルの分解率の適合性は高いと考えら

れる。 

(2) 有機質資材の炭素画分の構成比の既定値の適合性 

有機質資材の分解の難易は種類によって差があるとされ

る25)。しかし、本研究では各炭素画分の構成比を稲わら及び

もみがらは農作物におけるRothCモデルの既定値18)、家畜

ふん堆肥及び牛ふん堆肥はFYMの既定値18)として計算を

行った結果、土壌全炭素含量の実測値とRothCモデル値か

ら求めたRMSEはいずれも小さかった。特に、分解しにくいも

みがらを施用した区では、試験開始後3年間で土壌全炭素

含量は2倍程度(試験開始時は12.7 t ha-1、試験開始後3作経

過した跡地は25.7 t ha-1)まで増加したが、モデル値もほぼ同

程度の値を示した。このことから、水田用RothCモデルの分

解率と組み合わせた各炭素画分の構成比の既定値18)の適

合性は高いと考えられる。今後、分解の速い有機質資材で

の適応性についてもさらに検討する必要がある。 

 

3 田畑輪換を実施した水田における土壌炭素動態モデル

の適合性 

(1) 水稲-麦-大豆の田畑輪換水田における検証 

愛知県で普及している水稲-麦-大豆の2年3作体系の田畑

輪換を行った試験5及び試験6における各処理区のモデル

値は土壌全炭素含量の実測値と同様な変化を示したが、試

験6の牛ふん堆肥区07-14区及び牛ふん堆肥10-13区の土壌

全炭素含量の実測値のバラツキは大きかった。金沢ら26)は、

堆肥の施用により一筆内の水田作土の土壌全炭素含量の

バラツキは増大することを報告している。これら2処理区のバ

ラツキが大きかった要因として牛ふん堆肥の施用の影響が

考えられるが、試験5で牛ふん堆肥を施用した牛ふん堆肥

20t区、牛ふん堆肥30t区及び牛ふん堆肥40t区における

RMSEは小さかった。このことから、愛知県の田畑輪換を実

施した水田において、水田用RothCモデルと畑用RothCモデ

ルを併用した土壌炭素動態モデルの適合性は高いと考えら

れる。また、試験5及び試験6の水稲作は不耕起V溝直播栽

培で実施したことから、水田用RothCモデルは不耕起V溝直

播栽培にも適用できると考えられる。 

(2) 田畑輪換水田における土壌全炭素含量の経時変化 

田畑輪換を繰り返すと土壌全炭素含量は減少すること、さ

らに、10年を超える田畑輪換の繰り返しは6 t ha-1の稲わらを

連用しても土壌全炭素含量の減少量を補いきれないことが

指摘されている6)。しかし、試験6の堆肥無施用区は牛ふん

堆肥を無施用としたが、土壌全炭素含量の実測値は田畑輪

換後に増加した。その要因として、本試験では大豆に加えて

小麦も栽培され、2年間でみた作物残さからの炭素投入量の

合計値は水稲連作のみの場合よりも多かったことから、田畑

輪換後の土壌全炭素含量は増加したと考えられる。一方、

試験5の牛ふん堆肥無施用区は田畑輪換を行い、牛ふん堆

肥を無施用としたが、土壌全炭素含量の実測値は田畑輪換

後に増加しなかった。田畑輪換開始時の試験5の牛ふん堆

肥無施用区の土壌全炭素含量は26.0 t ha-1で、試験6の堆肥

無施用区の田畑輪換開始時の18.8 t ha-1よりも多かったた

め、田畑輪換後に作物残さからの炭素投入量が多くても土

壌全炭素含量の実測値は増加しなかったと考えられる。 

露地畑において、新たな土壌管理を導入した後に土壌全

炭素含量が増加するのか、減少するのかは、導入時の土壌

全炭素含量と、導入後の投入する炭素量によることが指摘さ

れている23)。今回、水田においても同様のことが示された。さ

らに、水田用RothCモデルについてもこうした土壌管理の変

更に伴う炭素投入量の変化によく対応するものと考えられ

る。このため、水田用RothCモデルを用いた土壌全炭素含量

の変化を高い精度で予測するためには炭素投入量の変化

を正確に把握することが必要である。 
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4 まとめ 

本試験の検証結果から、既報3,7)で示されたとおり、水稲を

連作する場合は水田用RothCモデル、田畑輪換を行う場合

は夏作の栽培品目に応じて水田用RothCモデルと畑用

RothCモデルを併用すれば、愛知県の水田における土壌炭

素の動態に良く適合すると判断した。これにより、愛知県の

水田における有機質資材の施用に伴う土壌全炭素含量の

経時変化を推定できると考えられる。 
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